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「子ども・子育て支援法に基づく保育充実事業及び協議会の実施について」（平成 30年４月９日付け府子本第 350号・子保

発 0409 第１号・29 初幼教第 18 号内閣府子ども・子育て本部参事官（子ども・子育て支援担当）、厚生労働省子ども家庭局

保育課長及び文部科学省初等中等教育局幼児教育課長連名通知） 新旧対照表 

 

  

 次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部

分のように改め、改正前欄及び改正後欄に対応して掲げるその標記部分に二重傍線を付した規定（以下「対象規定」という。）

は、改正前欄に掲げる対象規定を改正後欄に掲げる対象規定として移動し、改正前欄に掲げる対象規定で改正後欄にこれに

対応するものを掲げていないものは、これを削り、改正後欄に掲げる対象規定で改正前欄にこれに対応するものを掲げてい

ないものは、これを加える。 

 
改正後 改正前 

  

平成 30年４月９日 

府子本第 350 号  

子保発 0409 第１号 

29 初幼教第 18 号 

 

［一部改正］令和３年５月 10日 

府子本第 656 号 

子保発 0510 第１号 

３初幼教第４号  

 

平成 30年４月９日 

府子本第 350 号  

子保発 0409 第１号 

29 初幼教第 18 号 
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各都道府県、指定都市、中核市（長） 

子ども・子育て支援新制度担当部局（長） 

民 生 主 管 部 局 （ 長 ）  

教育委員会幼稚園関係事務主管部課（長） 

 

内閣府子ども・子育て本部  

参事官（子ども・子育て支援担当） 

（ 公 印 省 略 ）  

 

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局  

保 育 課 長 

（ 公 印 省 略 ）  

 

文部科学省初等中等教育局  

幼 児 教 育 課 長  

（ 公 印 省 略 ）  

 

 

子ども・子育て支援法に基づく保育 

充実事業及び協議会の実施について 

 

 

 

各 都 道 府 県 、 指 定 都 市 、 中 核 市 

子ども・子育て支援新制度担当部局（長） 

民 生 主 管 部 局 （ 長 ）  

教育委員会幼稚園関係事務主管部課（長） 

 

内閣府子ども・子育て本部  

参事官（子ども・子育て支援担当） 

（ 公 印 省 略 ）  

 

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局  

保 育 課 長 

（ 公 印 省 略 ）  

 

文部科学省初等中等教育局  

幼 児 教 育 課 長  

（ 公 印 省 略 ）  

 

 

子ども・子育て支援法に基づく保育 

充実事業及び協議会の実施について 

 

殿 

 
殿 
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 「子ども・子育て支援法の一部を改正する法律」（平成 30年法律第 12 号。

以下「改正法」という。）により、保育の実施への需要が増大している市町村

（特別区を含む。以下同じ。）等は、当分の間、保育の量的拡充及び質の向上

を図るため、「保育充実事業」を行うことができることとするとともに、都

道府県は、保育の需要に応ずるための市町村の取組を支援するため、当該都

道府県、関係市町村等により構成される協議会を組織することができること

とされた。 

 今般、改正法に基づく保育充実事業の実施及び協議会の設置に当たっての

留意事項を下記のとおり定めた。 

 各都道府県におかれては、内容について十分御了知の上、貴管内市町村に

対して遅滞なく周知を図られたい。 

なお、本通知は地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245条の４第１

項に規定する技術的助言として発出するものであることを申し添える。 

 

記 

 

第１ 保育充実事業について 

１．［略］ 

   

２．保育充実事業についての留意事項 

（１） 特定市町村又は事業実施市町村について 

 ① 特定市町村について 

 

 「子ども・子育て支援法の一部を改正する法律」（平成 30年法律第 12号。

以下「改正法」という。）により、保育の実施への需要が増大している市町村

（特別区を含む。以下同じ。）等は、当分の間、保育の量的拡充及び質の向上

を図るため、「保育充実事業」を行うことができることとするとともに、都

道府県は、保育の需要に応ずるための市町村の取組を支援するため、当該都

道府県、関係市町村等により構成される協議会を組織することができること

とされた。 

 今般、改正法に基づく保育充実事業の実施及び協議会の設置に当たっての

留意事項を下記のとおり定めた。 

 各都道府県におかれては、内容について十分御了知の上、貴管内市町村に

対して遅滞なく周知を図られたい。 

なお、本通知は地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245条の４第１

項に規定する技術的助言として発出するものであることを申し添える。 

 

記 

 

第１ 保育充実事業について 

１．［同左］ 

 

２．保育充実事業についての留意事項 

（１） 特定市町村又は事業実施市町村について 

 ① 特定市町村について 
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  子ども・子育て支援法施行規則の一部を改正する内閣府令（平成 30年

内閣府令第 21 号）において、以下のイ又はロに該当する市町村を特定

市町村としている。 

イ 事業の実施の前年度の４月１日以降において待機児童がいること 

  ロ 事業の実施年度以降に特定教育・保育施設（認定こども園又は保育

所に限る。）、特定地域型保育事業又は特例保育を行う施設の利用の申

込みが増加することが見込まれること 

    イの待機児童の有無については、各年度の４月１日時点の保育所等

利用待機児童数調査の結果によるほか、当該調査で待機児童がいない

場合であっても、調査日以降に個別に待機児童を把握した場合には、

特定市町村に該当すること。 

    また、ロについては、『「新子育て安心プラン」の実施方針につい

て』（令和３年１月 21日子保発 0121 第１号）による 新子育て安心プ

ラン実施計画 の申込児童数の見込みによるほか、当該計画策定時に

は申込児童数が増加する見込みでない場合であっても、計画策定後の

状況の変化により、申込児童数が増加する見込みとなった場合には、

特定市町村に該当すること。 

 ［② 略］ 

 

［（２） 略］ 

 

（３） 保育充実事業の実施期間 

  法附則第 14 条第１項において、保育充実事業は当分の間行うこととし

  子ども・子育て支援法施行規則の一部を改正する内閣府令（平成 30年

内閣府令第 21 号）において、以下のイ又はロに該当する市町村を特定

市町村としている。 

イ 事業の実施の前年度の４月１日以降において待機児童がいること 

  ロ 事業の実施年度以降に特定教育・保育施設（認定こども園又は保育

所に限る。）、特定地域型保育事業又は特例保育を行う施設の利用の申

込みが増加することが見込まれること 

    イの待機児童の有無については、各年度の４月１日時点の保育所等

利用待機児童数調査の結果によるほか、当該調査で待機児童がいない

場合であっても、調査日以降に個別に待機児童を把握した場合には、

特定市町村に該当すること。 

    また、ロについては、『「子育て安心プラン」の実施方針について』

（平成 29 年 12 月 21 日子保発 1221 第１号）による 子育て安心プラ

ン実施計画 の申込児童数の見込みによるほか、当該計画策定時には

申込児童数が増加する見込みでない場合であっても、計画策定後の状

況の変化により、申込児童数が増加する見込みとなった場合には、特

定市町村に該当すること。 

 ［② 同左］ 

 

［（２） 同左］ 

 

（３） 保育充実事業の実施期間 

  法附則第 14 条第１項において、保育充実事業は当分の間行うこととし
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ており、具体的な期限は定められていないが、令和２（2020）年 12 月に

公表した「新子育て安心プラン」において、令和３（2021）年度から令和

６（2024）年度末までの４年間で約 14 万人分の保育の受け皿を整備し、

できる限り早く待機児童の解消を目指すこととしていることから、令和６

年度末 までの集中的な取組が重要であることに留意すること。 

 

（４） 保育充実事業に対する国の補助 

［削る。］ 

 

 

保育充実事業に対する補助の詳細については、「子どものための教育・

保育給付費補助事業の実施について」（平成27年４月13日付け雇児発0413 

第36号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）及び「子どものための教

育・保育給付費補助金の国庫補助について」（平成28年８月９日付け府子

本第506号内閣総理大臣通知）を参照すること。 

 

第２ 協議会について 

１．［略］ 

 

２．協議会についての留意事項 

［（１）・（２） 略］ 

 

（３）協議会の協議事項 

ており、具体的な期限は定められていないが、待機児童の解消に向けて、

2020年度末 までの集中的な取組が重要であることに留意すること。 

 

 

 

 

（４） 保育充実事業に対する国の補助 

法附則第 14 条第４項に規定する協議会が待機児童解消等のために協議

する施策の対象とする特定市町村については、認可化移行運営費支援事業

の補助単価に５％の補助の上乗せを行うこと。 

なお、保育充実事業に対する補助の詳細については、「子どものための

教育・保育給付費補助事業の実施について」（平成27年４月13日付け雇児

発0413 第36号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）及び「子どもの

ための教育・保育給付費補助金の国庫補助について」（平成28年８月９日

付け府子本第506号内閣総理大臣通知）を参照すること。 

 

第２ 協議会について 

１．［同左］ 

 

２．協議会についての留意事項 

［（１）・（２） 同左］ 

 

（３）協議会の協議事項 
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協議会における協議事項は、地域の実情に応じて協議会が定めるもので

あること。また、協議を通じて、各協議事項について適切な KPI（達成す

べき成果目標）及びその達成時期を定めること。また、協議会において PDCA

サイクルに基づき、協議が整った事項の進捗管理を行うこと。なお、協議

事項の例としては、下記の事項が考えられること。 

① 受け皿整備の推進 

・市境を越えた児童の受入れのための市町村間の広域利用に係る

協定締結を支援すること 

・保育所等の多様な事業主体の参入を促進すること 

・市町村内の保育提供区域ごとの保育所等の整備計画の精査に関

すること 

・市町村が独自で定める人員配置基準等の上乗せ基準について、

保育利用者や学識経験者等の多様な視点から検証すること 

・保育所整備や幼稚園の活用等の先進事例の横展開に関すること 

② 保育人材の確保・資質の向上 

・必要保育士数と予定確保数の推計や広域的な人材確保策に関す 

 ること 

・保育人材が不足している地域の求人票の優先的な紹介等による

保育士需給の調整に関すること 

・保育士等キャリアアップ研修についての都道府県研修実施計画

の分野別定員数の調整その他の保育士の養成に関すること 

・保育士確保のための広域的な広報活動の推進に関すること 

③ 新たな待機児童対策提案型事業の実施 

協議会における協議事項は、地域の実情に応じて協議会が定めるもので

あること。また、協議を通じて、各協議事項について適切な KPI（達成す

べき成果目標）及びその達成時期を定めること。また、協議会において PDCA

サイクルに基づき、協議が整った事項の進捗管理を行うこと。なお、協議

事項の例としては、下記の事項が考えられること。 

① 受け皿整備の推進 

・市境を越えた児童の受入れのための市町村間の広域利用に係る

協定締結を支援すること 

・保育所等の多様な事業主体の参入を促進すること 

・市町村内の保育提供区域ごとの保育所等の整備計画の精査に関

すること 

・市町村が独自で定める人員配置基準等の上乗せ基準について、

保育利用者や学識経験者等の多様な視点から検証すること 

・保育所整備や幼稚園の活用等の先進事例の横展開に関すること 

② 保育人材の確保・資質の向上 

・必要保育士数と予定確保数の推計や広域的な人材確保策に関す 

 ること 

・保育人材が不足している地域の求人票の優先的な紹介等による

保育士需給の調整に関すること 

・保育士等キャリアアップ研修についての都道府県研修実施計画

の分野別定員数の調整その他の保育士の養成に関すること 

・保育士確保のための広域的な広報活動の推進に関すること 

［加える。］ 
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・待機児童解消等に向けた先駆的な取組として実施しようとする

事業の内容の検討に関すること 

・実施した取組を全国的に展開するための事業周知に関すること 

④ その他保育に関する情報の共有・調整等 

・保育事業者の事務負担軽減のための都道府県の指導監査と市町 

 村の確認監査の監査項目の調整に関すること 

・広域的な保育所等の利用が進むよう保育の利用申込みに係るシ

ステムや書類の様式、利用調整に係る基準、保育料等の市町村間

の差異を調整すること 

・空き定員の有効活用のため、保育所ごとの空き状況等の保育利用

者が必要とする情報の把握及び「見える化」の徹底を行うこと 

      

（４）協議会設置の際の届出 

   子ども・子育て支援法施行規則（平成 26年内閣府令第 44号）附則第

10 条第４項 の規定に基づく協議会設置の際の届出については、別紙様式

例を参考に、遅滞なく行うこと。 

なお、法附則第 14 条第１項に規定する特定市町村であって、協議会が

協議する施策の対象とする特定市町村が実施する保育充実事業（認可化移

行運営費支援事業に限る。）に対する補助の加算には、協議会設置の際の

届出が必要となることに留意すること。 

また、届出事項に変更が生じた場合又は協議会を休止若しくは廃止した

場合には、別紙様式例を参考に届け出ること。 

 

 

 

 

③ その他保育に関する情報の共有・調整等 

・保育事業者の事務負担軽減のための都道府県の指導監査と市町 

 村の確認監査の監査項目の調整に関すること 

・広域的な保育所等の利用が進むよう保育の利用申込みに係るシ

ステムや書類の様式、利用調整に係る基準、保育料等の市町村間

の差異を調整すること 

・空き定員の有効活用のため、保育所ごとの空き状況等の保育利用

者が必要とする情報の把握及び「見える化」の徹底を行うこと 

      

（４）協議会設置の際の届出 

   子ども・子育て支援法施行規則附則（平成 26年内閣府令第 44号）第

10 条第４項 の規定に基づく協議会設置の際の届出については、別紙様式

例を参考に、遅滞なく行うこと。 

なお、法附則第 14 条第１項に規定する特定市町村であって、協議会が

協議する施策の対象とする特定市町村が実施する保育充実事業（認可化移

行運営費支援事業に限る。）に対する補助の加算には、協議会設置の際の

届出が必要となることに留意すること。 

また、届出事項に変更が生じた場合又は協議会を休止若しくは廃止した

場合には、別紙様式例を参考に届け出ること。 
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［（５） 略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［（５） 同左］ 
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（別紙様式例１） 

＜ 番号＞ 

令和年月日 

 

 

内 閣 総 理 大 臣 殿 

○ ○ 都道府県知事 

 

［削る］  

 

 

 

協議会設置届出書 

  

 標記について、令和  年  月  日付で、子ども・子育て支援法附

則第十四条第四項に規定する協議会を設置したため、子ども・子育て支援

法施行規則附則第十条第四項に基づき届け出る。 

 

協議会の名称    

協議会において協議する施

策の対象とする特定市町村

又は事業実施市町村の名称 

（特定市町村）  

○○市、○○市、○○市  

（事業実施市町村）  

（別紙様式例１） 

＜ 番号＞ 

平成年月日 

 

 

内 閣 総 理 大 臣 殿 

○ ○ 都道府県知事 

 

   

 

 

 

協議会設置届出書 

  

 標記について、平成  年  月  日付で、子ども・子育て支援法附

則第十四条第四項に規定する協議会を設置したため、子ども・子育て支援

法施行規則附則第十条第四項に基づき届け出する。 

 

協議会の名称    

協議会において協議する施

策の対象とする特定市町村

又は事業実施市町村の名称 

（特定市町村）  

○○市、○○市、○○市  

（事業実施市町村）  

 
印 



（別紙） 

○○市、○○市、○○市  

備考 

（上記以外の構成員等） 
 

 

（添付資料） 

（１） 上記届出事項が分かる設置要綱等 

（２） その他参考となる資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○市、○○市、○○市  

備考 

（上記以外の構成員等） 
 

 

（添付資料） 

（１） 上記届出事項が分かる設置要綱等 

（２） その他参考となる資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙） 

（別紙様式例２） 

＜ 番号＞ 

令和年月日 

 

 

内 閣 総 理 大 臣 殿 

○ ○ 都道府県知事 

 

［削る］   

 

 

 

協議会関係事項変更届出書 

 

 標記について、令和  年  月  日付で、子ども・子育て支援法附

則第十四条第四項に規定する協議会の届出事項に変更が生じたため届け出

る。 

 

協議会の名称  

変更前   

変更後   

変更前  
（特定市町村）  

○○市、○○市、○○市  

（別紙様式例２） 

＜ 番号＞ 

平成年月日 

 

 

内 閣 総 理 大 臣 殿 

○ ○ 都道府県知事 

 

   

 

 

 

協議会関係事項変更届出書 

 

 標記について、平成  年  月  日付で、子ども・子育て支援法附

則第十四条第四項に規定する協議会の届出事項に変更が生じたため届け出

する。 

 

協議会の名称  

変更前   

変更後   

変更前  
（特定市町村）  

○○市、○○市、○○市  

 
印 



（別紙） 

協議会において協議する施

策の対象とする特定市町村

又は事業実施市町村の名称 

（事業実施市町村）  

○○市、○○市、○○市  

変更後  

（特定市町村）  

○○市、○○市、○○市  

（事業実施市町村）  

○○市、○○市、○○市  

備考  

 

（添付資料） 

（１） 上記変更事項が分かる設置要綱等 

（２） その他参考となる資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協議会において協議する施

策の対象とする特定市町村

又は事業実施市町村の名称 

（事業実施市町村）  

○○市、○○市、○○市  

変更後  

（特定市町村）  

○○市、○○市、○○市  

（事業実施市町村）  

○○市、○○市、○○市  

備考  

 

（添付資料） 

（１） 上記変更事項が分かる設置要綱等 

（２） その他参考となる資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙） 

（別紙様式例３） 

＜ 番号＞ 

令和年月日 

 

 

内 閣 総 理 大 臣 殿 

○ ○ 都道府県知事 

 

［削る］   

 

 

 

協議会廃止（休止）届出書 

 

 標記について、令和  年  月  日付で、子ども・子育て支援法附

則第十四条第四項に規定する協議会を廃止（休止）したため届け出る。 

 

協議会の名称   

廃止（休止）理由   

（別紙様式例３） 

＜ 番号＞ 

平成年月日 

 

 

内 閣 総 理 大 臣 殿 

○ ○ 都道府県知事 

 

   

 

 

 

協議会廃止（休止）届出書 

 

 標記について、平成  年  月  日付で、子ども・子育て支援法附

則第十四条第四項に規定する協議会を廃止（休止）したため届け出する。 

 

協議会の名称   

廃止（休止）理由   

 
印 



（別紙） 

備考  

 

（添付資料） 

（１） 上記廃止（休止）の事実が分かる設置要綱等 

（２） その他参考となる資料  

 

 

 

 

 

 

 

以上 

備考  

 

（添付資料） 

（１） 上記廃止（休止）の事実が分かる設置要綱等 

（２） その他参考となる資料  

 

 

 

 

 

 

 

以上 

 


